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５ 電子入札・開札システムのアドレス及び問い
合わせ先
外務省電子入札・開札システム
http://www.e-procurement.mofa.go.jp/

電話03`5501`8425

受付：平日10：00～17：30（12：30～13：30除
く）

a Time-limit for tender by electronic bid-

ding system or tenders bring with 5 : 00 p.m.

February 28, 2013

b Contact point for the notice : Yukimi Ka-

tagiri Procurement Section Financial Af-

fair Division, MinisterÐs Secretariat, Minis-

try of Foreign Affairs 2`2`1 Kasu-

migaseki, Chiyoda-ku, Tokyo 100`8919 Ja-

pan. TEL. 03`3580`3311 Ext 3624

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 25年１月９日

支出負担行為担当官
東海財務局総務部長 鞆田 周一

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 23

１ 調達内容
\ 品目分類番号 75、78

] 調達件名及び数量 国有財産の維持・管理
等に関する業務委託（愛知、岐阜及び三重県
分） 一式

^ 調達案件の仕様等 入札説明書による。
_ 履行期間 契約締結日から平成26年３月31

日までの間。
` 履行場所 入札説明書による。
a 入札方法 入札金額は、業務委託内容に基
づく業務区分ごとの単価に、当局の提示する
年間予定数量を乗じた年間予定金額の総合計
額とする。なお、落札決定にあたっては、入
札書に記載された金額（前記総合計額）に当
該金額の100分の５に相当する額を加算した
金額（当該金額に１円未満の端数が生じた場
合は、その端数金額を切り捨てるものとする）
をもって落札金額とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず見積もった価
格の105分の100に相当する金額を入札書に記
載すること。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別の
理由がある場合に該当する。

] 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。

^ 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。

_ 当該地方支分部局の所属担当官と締結した
契約に違反し、又は業務に関し不正又は不誠
実な行為をし、契約の相手方として不適当で
あると認められる者でないこと。

` 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。

a 未利用国有地管理等業務の概要等の説明を
受けた者であること。

b 仕様書で定める業務に応じて、次の{～}

の資格を全て有し、責任をもって業務を完了
することができる者であること。１者で下記
{～}の全ての資格を有していない場合は、
それぞれの資格を有する複数者でグループ協
定を締結する前提で、競争に参加することが
できる。

３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒460`8521 愛知県名古屋市中区三の丸

３`３`１ 財務省東海財務局管財部第４統
括部門 電話052`951`1710

] 入札説明書の交付期間及び場所 平成25年
１月９日から平成25年３月１日（土曜日、日
曜日及び祝日を除く。時間は９時から12時ま
で及び13時から17時まで）
{ 〒460`8521 愛知県名古屋市中区三の丸
３`３`１ 東海財務局管財部第４統括部
門 電話052`951`1710

| 〒500`8716 岐阜県岐阜市金竜町５`13

（岐阜合同庁舎５階）岐阜財務事務所管財
課 電話058`247`4252

} 〒514`8560 三重県津市桜橋２`129

津財務事務所管財課 電話059`222`9571

^ 入札説明会の日時及び場所
日時 平成25年２月１日13時30分から
場所 東海財務局２階大会議室
出席人数 １者当たり２名までとする

_ 証明書等の提出期限 平成25年３月１日17

時00分
` 入札書の提出期限 平成25年３月７日17時
00分

a 開札の日時及び場所 平成25年３月８日11

時00分 東海財務局２階大会議室

{ 委託業務のうち「草刈・低木伐採業務」
を行う者は、平成23・24年度財務省東海地
区競争参加資格「造園工事」又は「とび・
土工・コンクリート工事」の「Ａ」又は「Ｂ」
等級、又は「土木一式工事」の「Ｃ」又は
「Ｄ」等級に格付けされている者であるこ
と。

| 委託業務のうち「埋設物・投棄物等処理
業務」「柵設置等業務」「樹木伐採等業務」「看
板作成等業務」を行う者は、平成23・24年
度財務省東海地区競争参加資格「造園工事」
又は「とび・土工・コンクリート工事」の
「Ａ」又は「Ｂ」等級、又は「土木一式工
事」の「Ｃ」又は「Ｄ」等級に格付けされ
ている者であること。

} 委託業務のうち「巡回・管理業務」「物件
パネル作成等業務」「公示書作成等業務」「物
件写真撮影業務」を行う者は、平成22・23・
24年度財務省競争参加資格（全省庁統一資
格）「役務の提供等」の「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」
等級に格付けされ、東海・北陸地域の競争
参加資格を有する者であること。

c 有資格者のうち、建設工事に係る平成23・
24年度財務省東海地区競争参加資格の有資格
者については、会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てをし
ていない者又は民事再生法（平成11年法律第
225号）に基づき再生手続開始の申立てをし
ていない者であること。なお、会社更生法に
基づき更生手続開始の申立てをした者又は民
事再生法に基づき再生手続開始の申立てをし
た者にあっては、手続開始の決定がなされた
後において、競争参加資格の再認定を受けて
いる者であること。

６ Summary

\ Classification of the products to be pro-

cured : 26

] Nature and quantity of the products to be

purchased : Supply of electricity, 1 set.

^ Delivery period : From April 1, 2013 th-

rough March 31, 2014

_ Delivery place : As designated in the

tender document.

` Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participaing in the proposed tender are

those who shall : {not come under Article

70 of the Cabinet Order concerning the Bud-

get, Auditing and Accounting. Further-

more, minors, Persons under Conservator-

ship or Person under Assistance who have

obtained the consent necessary for conclud-

ing a contract may be applicable under

cases of special reasons within the said

clause ; |not come under Article 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget, Au-

diting and Accounting ; }have Grade A, B

or C ÚSell of productÙ in terms of the qualifi-

cation for participating in tenders laid

down by the Ministry of Foreign Affairs

(Single qualification for every ministry and

agency) for the purpose of procurement in

the fiscal years 2010, 2011 and 2012 ; ~have

not received suspension of designated con-

tractor status, etc. from any ministry or

agency (including person specially qualified

by officials in charge of disbursement of the

procuring entity) ; �have permission to be

a general electric enterprise in accordance

with Article 3, Section 1 of the Electricity

Utilities Industry Law, or have registered

as a specified scale electric enterprise in ac-

cordance with Article 16`2, Section 1 of

the same law ; �be satisfied with the quali-

fication requirements which Official in

charge of disbursement of the procuring

entity may specify in accordance with Arti-

cle 73 of the Cabinet Order ; ‚be a person

who took a grant of a tender document.

４ 電子入札システムの利用 本件は、財務省電
子入札システムを利用した応札及び入開札手続
により実施するものとする。ただし、紙による
入札書等の提出も可とする。詳細については入
札説明書のとおり。
５ その他
\ 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。˜

˜
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